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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期第３四半期 5,705 5.8 427 29.6 436 24.2 259 43.2

2025年12月期第３四半期 5,391 2.5 329 5.8 350 6.2 181 4.5

（注）包括利益 2026年12月期第３四半期 226百万円 （37.7％） 2025年12月期第３四半期 164百万円 （△16.3％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年12月期第３四半期 18.24 －

2025年12月期第３四半期 12.74 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年12月期第３四半期 7,035 5,230 74.3

2025年12月期 7,352 5,174 70.4

（参考）自己資本 2026年12月期第３四半期 5,230百万円 2025年12月期 5,174百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 － 6.00 － 6.00 12.00

2026年12月期 － 6.00 －

2026年12月期（予想） 6.00 12.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,000 4.0 694 3.6 706 △0.2 453 △6.0 31.91

１．2026年12月期第３四半期の連結業績（2026年１月１日～2026年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年12月期３Ｑ 14,237,995株 2025年12月期 14,237,995株

②  期末自己株式数 2026年12月期３Ｑ 17,526株 2025年12月期 17,521株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年12月期３Ｑ 14,220,470株 2025年12月期３Ｑ 14,220,493株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：有

除外  1社  （社名）　株式会社アイ・エス・ピー

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（日付の表示方法の変更）

「2026年12月期 第１四半期決算短信」より日付の表示方法を和暦表示から西暦表示に変更しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、依然として地政学的リスクや通商政策の先行き不透明感を抱え

つつも緩やかな成長基調を維持いたしました。欧米における金融政策の正常化が進む中、ＡＩ・半導体関連を中心

とした旺盛な設備投資がグローバルな経済活動を下支えしております。一方で、夏場以降の為替相場の急変動や、

主要国の景気動向が与える実体経済への影響について、引き続き慎重な見極めが必要な状況が続いております。

国内経済におきましては、良好な企業収益を背景とした賃上げの広がりや、その定着に向けた動きが継続し、雇

用・所得環境の改善傾向を背景に民間需要は総じて底堅く推移いたしました。個人消費につきましても、物価高の

影響による一部で見られる慎重な姿勢はあるものの、底堅い回復基調を維持しております。一方で、建設業界にお

きましては、資材価格の高止まりや労務費の上昇に加え、深刻な人手不足や熟練技能者の高齢化といった供給制約

が構造的な課題として継続しております。生産性向上や省力化に向けたデジタル投資・施工の効率化は、各社にと

って一層不可欠な経営課題となっております。

当社が属する建設コンサルタント業界におきましては、政府による国土強靱化施策が着実に実行フェーズを推移

しております。2026年度から本格始動した「第１次国土強靱化実施中期計画（2026年度〜2030年度）」に裏付けら

れた総額20兆円強規模の予算を背景に、防災・減災、老朽化インフラの予防保全型メンテナンス、さらにはＤＸを

活用したインフラ管理の高度化に関する公的需要は極めて堅調に推移しており、当社グループの事業環境は中長期

的な成長を見据えて安定した基盤を形成しております。

このような環境下において当社グループは、中期経営計画「深化・確立 ～変える・変わるＤＫ～」のもと、個

人と組織力の強化、技術力・発想力の向上を図り、引き続き高収益構造の確立に取り組んでおります。

インフラメンテナンス維持管理業務では、従来の目視点検に代わり、当社が開発した３Ｄレーダ搭載車による高

速調査・解析を活用し、維持管理・更新コストの削減と業績向上を両立させております。また、内閣府主導の第３

期戦略的イノベーション創造プログラム（第３期SIP）において、スマートインフラマネジメントシステムの実現

と構築を目指す計画に協力機関として参画し、研究成果の社会実装を目指しております。これにより、社会課題の

解決と技術力の一層の向上が期待されます。また、一定規模以上の工事ではBIM/CIM（Building/Construction 

Information Modeling Management）の義務化が進む中、グループ会社と連携し、３Ｄ管理された設計資料の提供

体制強化に取り組んでおります。

エリア展開におきましては、ＦＣ店数の拡大計画を進めるとともに、昨今の災害に対応するため石川出張所の稼

働継続と熊本出張所の開設を実施しており、引き続き全国で起こりうる災害等に対して迅速に対応できる体制を整

えてまいります。

業績につきましては、営業体制強化による受注案件数の着実な確保などにより、前年同期比で増収増益となりま

した。売上総利益率につきましては、営業部門の体制強化に伴う高付加価値案件の受注推進が功を奏し、前年同期

と同水準で推移しつつも確実に上昇傾向にあります。これに加え、ＡＩ・自動化の活用、外注費の抑制、適正原価

管理、赤字案件の縮減および作業効率化などの諸施策を推進した結果、基礎的な収益力は確実に向上いたしまし

た。さらに、当社のベトナム子会社との連携を強化し、設計・解析業務の一部を海外拠点で実施することで、品質

を維持しながら業務効率化と生産性向上を図っております。これにより、国内の技術者不足への対応と持続可能な

事業運営体制の構築を進めてまいります。

これらの取り組みを通じ、外部環境の変動に左右されにくい事業構造の強化を図り、持続的な成長基盤の確立を

目指してまいります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、5,705百万円（前年同期比5.8％増）、利益につきまして

は、営業利益は427百万円（前年同期比29.6％増）、経常利益は436百万円（前年同期比24.2％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は259百万円（前年同期比43.2％増）となりました。
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セグメント名 第41期第３四半期 第42期第３四半期 前期比額
前期比率

（％）

土質・地質調査試験 2,950 2,982 31 101.1%

非破壊調査試験

非破壊ＣＯ 576

866

594

868 2 100.3%非破壊鉄 123 128

物理探査 166 146

環境調査試験
環境調査 266

544
386

683 139 125.6%
環境分析 277 297

セグメント合計 4,361 4,534 173 104.0%

セグメント名 第41期第３四半期 第42期第３四半期 前期比額
前期比率

（％）

土質・地質調査試験 551 556 5 101.0%

非破壊調査試験

非破壊ＣＯ 91

136

102

140 3 102.7%非破壊鉄 △7 5

物理探査 52 32

環境調査試験
環境調査 71

134
126

203 69 152.2%
環境分析 62 76

セグメント合計 821 901 79 109.6%

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①試験総合サービス事業

当第３四半期連結累計期間の試験総合サービス事業の業績は、以下のとおりとなりました。

土質・地質調査試験におきましては、従来の防災・減災および災害復興関連業務に加え、建設コンサルタントに

対するアプローチ強化により、調査・診断関連の需要を確実に取り込みました。外部環境として建築関連資材の調

達難による市場の遅延や、一時的な供給過多に伴う価格低下圧力とそれに伴う受注獲得の遅れの影響を受けたもの

の、成長が見込まれる再エネ関連分野の深耕を図ることで、概ね好調な業績となりました。

非破壊調査試験においては、インフラメンテナンス市場における構造物補修工事の大型案件が完工し、業績に大

きく寄与いたしました。また、主要な交通インフラ整備プロジェクトに関連する調査・工事需要が堅調に推移した

ほか、内部施策としてのマネジメント体制強化による業務効率の向上が収益の下支えとなりました。一部で季節的

な受注の変動は見られたものの、全体としては堅調な業績を維持しております。

環境調査試験においては、グリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）投資の拡大に伴う蓄電池市場や再生可

能エネルギー関連の調査、および自然環境調査への注力が奏功しました。大型案件は少ないものの、営業体制の強

化によって中規模案件を数多く確保したことで、事業構造の転換を図りつつ、安定的な業績を確保いたしました。

以上の結果、セグメント売上高4,534百万円（前年同期比4.0％増）、セグメント利益901百万円（前年同期比

9.6％増）となりました。

試験総合サービス　セグメント別売上高詳細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

試験総合サービス　セグメント別営業利益詳細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

- 3 -

株式会社土木管理総合試験所（6171）　　2026年12月期　　第３四半期決算短信



②工事総合サービス事業

当事業は、一般住宅及び中・大型建設物の建設予定地における地盤調査、地盤補強・改良工事から、構造物（コ

ンクリート構造物、鋼構造物）の補強工事、汚染された土壌の浄化工事が主な事業の内容となっております。当第

３四半期連結累計期間は、構造物補修工事の大型案件が完工となり、業績に大きく寄与しております。

以上の結果、セグメント売上高619百万円（前年同期比22.8％増）、セグメント利益71百万円（前年同期比

108.0％増）となりました。

③ソフトウェア開発販売事業

当第３四半期連結累計期間の業績は、グループ会社である株式会社アドバンスドナレッジ研究所のソフトウェア

販売、解析業務、アカウント利用料、保守料金、ソフトウェアの新規販売が主な収益であります。アドバンスドナ

レッジ研究所の業績が好調であるため、セグメント全体をけん引しております。

以上の結果、セグメント売上高535百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益220百万円（前年同期比

40.4％増）となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は7,035百万円となり、前連結会計年度末に比べ316百万円の

減少となりました。その内訳は以下のとおりであります。

資産の部では、流動資産が4,237百万円となり、前連結会計年度末に比べ75百万円の減少となりました。主な内

訳は、受取手形、売掛金及び契約資産482百万円の減少、仕掛品11百万円の減少であります。

固定資産は2,797百万円となり、前連結会計年度末に比べ241百万円の減少となりました。主な内訳は、投資有価

証券120百万円の減少であります。

負債の部では流動負債が1,181百万円となり、前連結会計年度末に比べ239百万円の減少となりました。主な内訳

は、買掛金78百万円の減少、未払法人税等71百万円の減少であります。

固定負債は622百万円となり、前連結会計年度末に比べ132百万円の減少となりました。主な内訳は、長期借入金

186百万円の減少であります。

純資産の部では純資産が5,230百万円となり、前連結会計年度末に比べ55百万円の増加となりました。主な内訳

は、利益剰余金88百万円の増加であります。

この結果、自己資本比率は74.3％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年２月13日の決算短信で公表いたしました、通期の連結業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,223,659 2,618,678

受取手形、売掛金及び契約資産 1,703,028 1,220,592

商品 1,347 5,492

仕掛品 314,731 303,231

貯蔵品 16,580 17,132

その他 80,589 88,136

貸倒引当金 △26,555 △15,460

流動資産合計 4,313,381 4,237,803

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,205,056 1,163,062

土地 819,762 780,828

その他 356,526 328,547

有形固定資産合計 2,381,345 2,272,438

無形固定資産

のれん 12,058 －

その他 103,681 87,892

無形固定資産合計 115,740 87,892

投資その他の資産

投資有価証券 345,615 225,366

その他 196,342 212,170

貸倒引当金 △214 △222

投資その他の資産合計 541,744 437,314

固定資産合計 3,038,830 2,797,645

資産合計 7,352,211 7,035,449

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 268,581 189,951

１年内返済予定の長期借入金 186,828 166,844

リース債務 59,933 74,260

未払金 361,677 312,138

未払法人税等 145,229 73,872

賞与引当金 18,691 126,722

工事損失引当金 6,215 9,717

その他 374,546 228,402

流動負債合計 1,421,704 1,181,907

固定負債

長期借入金 218,613 31,816

リース債務 146,820 175,678

退職給付に係る負債 357,347 383,983

その他 32,978 31,452

固定負債合計 755,759 622,931

負債合計 2,177,464 1,804,838

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,876 1,205,876

資本剰余金 1,155,876 1,155,876

利益剰余金 2,734,979 2,823,719

自己株式 △11 △14

株主資本合計 5,096,721 5,185,459

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 75,676 42,318

為替換算調整勘定 2,349 2,833

その他の包括利益累計額合計 78,026 45,151

純資産合計 5,174,747 5,230,611

負債純資産合計 7,352,211 7,035,449
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（単位：千円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 5,391,947 5,705,508

売上原価 3,288,664 3,418,522

売上総利益 2,103,282 2,286,985

販売費及び一般管理費 1,773,656 1,859,935

営業利益 329,625 427,049

営業外収益

受取利息 2,570 5,241

受取配当金 6,409 5,473

受取賃貸料 2,574 2,382

保険解約返戻金 16,577 －

その他 4,026 8,130

営業外収益合計 32,158 21,227

営業外費用

支払利息 4,460 5,027

訴訟関連費用 1,691 5,351

売電原価 635 559

支払手数料 3,480 －

その他 520 1,288

営業外費用合計 10,788 12,226

経常利益 350,995 436,051

特別利益

投資有価証券売却益 42,105 100,238

特別利益合計 42,105 100,238

特別損失

減損損失 － 97,128

その他 － 229

特別損失合計 － 97,358

税金等調整前四半期純利益 393,100 438,931

法人税等 211,991 179,545

四半期純利益 181,108 259,386

親会社株主に帰属する四半期純利益 181,108 259,386

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年９月30日)

四半期純利益 181,108 259,386

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △14,049 △33,358

為替換算調整勘定 △2,525 483

その他の包括利益合計 △16,574 △32,874

四半期包括利益 164,534 226,511

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 164,534 226,511

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

試験総合
サービス

事業

工事総合
サービス

事業

ソフトウェ
ア開発販売

事業
計

売上高

一時点で移転される財 3,649,898 366,168 504,721 4,520,788 21,577 4,542,365 － 4,542,365

一定の期間にわたり 

移転される財
672,737 138,239 － 810,977 － 810,977 － 810,977

顧客との契約から

生じる収益
4,322,635 504,407 504,721 5,331,765 21,577 5,353,343 － 5,353,343

その他の収益 38,603 － － 38,603 － 38,603 － 38,603

外部顧客への売上高 4,361,239 504,407 504,721 5,370,369 21,577 5,391,947 － 5,391,947

セグメント間の内部　

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 4,361,239 504,407 504,721 5,370,369 21,577 5,391,947 － 5,391,947

セグメント利益 821,812 34,423 156,719 1,012,955 674 1,013,629 △684,004 329,625

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2025年１月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△684,004千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

試験総合
サービス

事業

工事総合
サービス

事業

ソフトウェ
ア開発販売

事業
計

売上高

一時点で移転される財 3,715,332 529,801 535,702 4,780,836 15,374 4,796,210 － 4,796,210

一定の期間にわたり 

移転される財
778,289 89,690 － 867,980 － 867,980 － 867,980

顧客との契約から

生じる収益
4,493,621 619,491 535,702 5,648,816 15,374 5,664,191 － 5,664,191

その他の収益 41,316 － － 41,316 － 41,316 － 41,316

外部顧客への売上高 4,534,938 619,491 535,702 5,690,133 15,374 5,705,508 － 5,705,508

セグメント間の内部　

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 4,534,938 619,491 535,702 5,690,133 15,374 5,705,508 － 5,705,508

セグメント利益

又は損失（△）
901,043 71,592 220,099 1,192,735 △1,731 1,191,003 △763,954 427,049

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2026年１月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△763,954千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

各報告セグメントに配分していない全社資産について97,128千円減損損失を計上しております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年９月30日）

減価償却費 174,855千円 161,447千円

のれんの償却額 53,211千円 12,058千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

偶発債務

連結子会社である株式会社環境と開発が実施したコンサルティング業務に関連して、2024年８月に100,000千円

の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

連結子会社の吸収合併

当社は、当社の連結子会社である株式会社アイ・エス・ピーを2026年１月１日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業及びその事業の内容

①　結合企業の名称　株式会社土木管理総合試験所

事業の内容　土質・地質調査試験、非破壊調査試験、環境調査試験

②　被結合企業の名称　株式会社アイ・エス・ピー

事業の内容　土木測量設計プログラムパッケージの開発および販売

（２）企業結合日

2026年１月１日

（３）企業結合の法的形式

株式会社土木管理総合試験所を吸収合併存続会社とし、株式会社アイ・エス・ピーを吸収合併消滅会社と

する吸収合併

（４）結合後企業の名称

株式会社土木管理総合試験所

（５）その他取引の概要に関する事項

当該取引は、当社の完全子会社との合併であるため、当合併に係る新株式の交付及び金銭その他の財産の

交付はありません。

本合併は、グループ内のソフトウェア開発・販売事業における経営資源と管理体制の効率化を目的とする

ものであります。

２．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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